
9.環境に対する規制についての対策 

本学では、PCB廃棄物について、｢ポリ塩化ビフェニル

廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法｣に基

づき、生活廃水処理施設の倉庫を保管場所に定めて保

管しています。 

また、特別管理産業廃棄物管理責任者を定め、PCB

廃棄物の保管および処分状況等について三重県知事

に毎年届出書を提出しています。 

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の管理 

アスベスト 

ＰＣＢの処分状況 
PCB廃棄物の管理状況については、年1回点検を実

施しており異常のないことを確認しています。 

また、処分については、日本環境安全事業株式会社

（JESCO）の豊田事業所に委託する計画で廃棄物処

理の早期登録申し込みを行い、平成24年度に高圧コン

デンサ27台分について処分を行う予定です。 

また、問題となっている変圧器の微量PCBについては、

全台数分の分析は完了しており、14台の変圧器が微量

PCB入りと判明しました。 

※微量PCB・・・基準は0.5mg/kg～数10mg/kg程度 

【ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の管理状況】 

総重量（kg） 備　考 PCB廃棄物の種類 

高圧コンデンサ 

蛍光灯安定器 

絶縁油 

容器 

変圧器 

密閉容器に収納 

ドラム缶などに収納 

密閉容器に収納 

密閉容器 

密閉容器 

2,039 

17,775 

943 

30 

5,098

27台　早期登録対象 

容器　10,640ℓ　事務所にて保管 

890ℓ　事務所にて保管 

1個　事務所にて保管 

6台　事務所にて保管 

保管状況 

蛍光灯安定器 

高圧コンデンサ・変圧器 

下表の除去処分をもって構内全ての吹きつけアスベストの除去処分を完了させる計画です。 

面積（室面積） 今後の対応 場　所 

附属病院（機械室など） 未処理 6,665㎡  病院解体と共に除去処分（平成27年度実施予定） 

現　状 

※三重大学医学部附属病院については、現在でも安定した状態にあり、飛散は確認されていません。 

作業に伴う有害因子の発生を 

防止・抑制するため、作業方法・手順を定めたり、 

保護具の適正使用を推進しています。 

作業管理 作業管理 

自然災害に備えた体制の整備 

10.防災・安全衛生への取り組み 

東海・東南海・南海連動型地震の同時発生が危惧さ

れている現在において、本学は海に近いキャンパスである

ため津波・液状化による多大な被害が想定されています。 

そのため本学における防災（減災）体制作りが急務と

されているところであり、高度な専門知識と優れた能力お

よび経験を有する防災関連業務を担うスペシャリストを学

外から配置し、平時における備蓄品の管理方法の確認、

緊急連絡体制の整備、実践的な防災訓練の実施など

学内防災（減災）体制の充実・強化に取り組んでいます。 

平成23年度も、年度当初に9月と12月の年2回の防

災訓練の計画をし、9月には最大級の大津波襲来に対

処するために学外の高台への津波避難訓練を計画して

いたところ、訓練当日は台風12号のため訓練自体は中止

となりましたが、この訓練の準備段階で得られた反省検

討事項に基づき、12月に総合防災訓練（大津波襲来に

対処するための学外高台への津波避難訓練・安否確認、

応急救護所開設訓練、負傷者搬送訓練、初期消火訓練）

を実施しました。 

また、地震災害に対する教職員などの防災意識の向

上を図るため、10月に危機管理委員会を2回開催し、部

局長など管理職員に対し、本学が被災した場合の被害

想定等について説明を行い、12月には総合防災訓練実

施に向けて、教職員、学生を対象に訓練への参加意欲

の向上および地震災害に対する心構えを周知するため

防災研修会を開催しました。その後、これら訓練などに対

する評価・反省を踏まえ、大規模震災の減災化に向けて

「危機管理マニュアル（自然災害対応編）」の見直しを

行うとともに、新たに三重大学津波避難基本計画の策

定を含めた改訂を行いました。 

 

安全衛生への取り組み 

本学では、大学の構成員である学生と教職員が、安心

して快適に教育、研究および種々の業務が遂行できる学

内環境作りのために、さまざまな角度からの取り組みを行

っています。 

三重大学教職員・学生防災研修 
（H23.12.5） 

総合防災訓練・負傷者搬送訓練 
（H23.12.7） 

総合防災訓練・学外避難訓練 
（H23.12.7） 

健康診断の実施とその結果に基づく事後措置 

を行い、職員の健康状態を把握し、作業環境や 

作業との関連を検討しながら健康障害を防止し、 

さらに健康増進を図っています。 

 

作業環境測定を実施し、 

作業環境中の種々の有害要因を取り除いて 

適正な職場環境を確保し、労働者の 

健康保持に努めています。 

作業環境管理 

健康管理 

作業環境管理 

健康管理 

■労働者の健康を守る3大管理■  

施設部　 
施設管理チーム（電気担当) 

中村成次 

平成21年に浜松医科大学から本学に転勤し、施設部施設管理チームに勤務して、4年目となります。

施設・設備の維持管理、施設整備の設計・積算、エネルギー管理などの業務で電気関係を担当して

います。設計にあたっては、環境に配慮した高効率機器（照明、変圧器など）、太陽光発電設備など

の導入を行い、大学全体のエネルギー使用量削減に向けて、省エネルギーに努めています。 

エネルギー管理業務にあたっては、エネルギー使用量の分析を行い、エネルギー使用量の増加、減

少などの原因は何か、探っています。 

順調にエネルギーが減少しているときはいいですが、増加していると原因は何かと頭を悩ませること

もあります。ハード面の対策も大切ですが、日々の一人ひとりの省エネ活動が一番大切ですので引き

つづき省エネ活動にご協力をお願いします。 

声 ●エネルギー（電気）の番人 
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10.防災・安全衛生への取り組み 10.防災・安全衛生への取り組み 

職場巡視状況 

■三重大学安全衛生組織図■ 

●労働安全衛生に関する責任体制 

本学では、国立大学法人職員安全衛生管理規程を設け、労働安全衛生法の目的を達成するための体制を確立しています。 

●職場巡視 

産業医は、衛生管理者、保健師、安全管理担当職員

とともに月1回作業場などを巡視しています。作業方法ま

たは衛生状態に有害の恐れがあるときは、直ちに、労働

者の健康障害を防止するため必要な措置を講じています。 

●作業環境測定 

作業環境測定とは、適正な作業環境を確保し、職場に

おける労働者の健康を保持することを目的として、作業環

境中に存在する有害な因子がどの程度存在するかを把

握することを労働安全衛生法および作業環境測定法で

定められているものです。現在、本学では6名の作業環境

測定士により作業環境測定を実施しています。 

本来、自社測定が原則である作業環境測定を法人化

当初は外部機関に委託する予定でしたが、委託経費が

高価であり、かつ大学という特殊な教育・研究機関にお

いて適切な労働環境を維持するため、学内で作業環境

測定を行ってはどうかとの提案があり、5名の工学部技術

系職員が第一種作業環境測定士の資格を取得しました。

その後、使用頻度の高い有機溶剤、特定化学物質、粉じ

んを対象として測定室・測定機器などの整備を行い、平

成17年度から放射性物質以外の作業環境測定が実施

できるようになりました。平成18年度には現在の6名体制

となり、さらに法人化当初から外部機関へ委託していた

放射性物質の作業環境測定についても、平成19年度

に必要な測定機器などの新規購入を行い、平成20年4

月から測定を実施しています。 

自社測定を始めて7年が経過しましたが、この間に新た

に加わった対象物質もあり、その都度サンプリング・分析

方法などを検討しすべてに対応してきています。また、職

場環境のより高い安全性確保の観点から管理濃度がさ

らに厳しくなり、分析精度を高めることが求められてきてお

りますが、これらに対応するためスタッフ全員が学外で開

催される各種研修会などに随時参加し、デザイン・サンプ

リング・分析・評価・報告などのスキル向上に努めています。 

また、作業環境測定結果の評価に基づいて、企画総

務部職員チームが中心となり学内労働者の健康を保持

するため施設の改善、設備の設置および健康診断実施

などの必要な措置を講じています。 
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※　　　法令で定めるものを示す 

救急救命講習会 

●健康管理 

本学においては、有機溶剤や特定化学物質などの有

害物質を取り扱う業務、有害物のガス、蒸気および粉じん

を発散する場所における業務、実験・研究・診療等で有

害放射線にさらされる業務、身体に激しい振動を受ける業

務および深夜業務を含む業務などを行っている職員に対し、

年2回特定業務健康診断および特殊健康診断を実施し、

その他の職員には年1回定期健康診断を実施しています。

これらの健康診断は、法律により事業者にその実施が義

務付けられ、国立大学法人三重大学職員就業規則により、

職員は必ず受診しなければなりません。また、希望者には、

胃検診、子宮がん検診、便潜血反応検査を実施しています。 

これらの健康診断の結果に基づき、産業医および保健

師による精密検査の受診、医療機関での治療、生活習

慣の改善などの保健指導を行っています。 

●過重労働による健康障害防止対策 

平成18年9月より「長時間労働者への産業医による

面接指導などに関する実施要領」を制定し、面接指導を

実施しています。時間外・休日労働時間が月45時間を超

えた者に対して、「面接指導に係る通知書」を送付し、面

接指導の申出の推奨を行っています。 

また、専門業務型裁量労働制適用職員に対しても、勤

務時間数を週38.75時間勤務者に換算し、準じた形で行

っています。 

面接指導を希望した者については、産業医による面接

指導を実施し、産業医から提出された「面接指導結果報

告書および事後措置に係る意見書」により事後の措置

を行っています。 

●受動喫煙防止対策 

本学では、平成16年から建物内は全面禁煙とし、建物

外での喫煙場所を指定しています。 

また、医学研究科・医学部および附属病院においては、

平成18年5月から敷地内全面禁煙となっています。 

今後は、喫煙の指定場所についての検討と指定場所

以外での喫煙禁止について全学に対して周知するととも

に喫煙者に対する禁煙指導を行っていきたいと考えてい

ます。 

●ヒヤリハット報告について 

本学では、学生の修学環境および教職員の職場環境

などにおいて発生する重大事故などの防止に役立てるた

め、学生・教職員が経験したヒヤリハット事例（ケガ・病気

には至らなかった場合、軽微なケガなどで済んだ場合など）

を収集し事例集としてホームページに公表し、学生・教職

員に注意喚起することで同様の事例などによる事故回

避に役立てたいと考え、平成24年5月にヒヤリハット報告

を開始しました。 

平成24年8月1日現在、学生から7件、教職員から3件

の事例をホームページに公表しています。 

●AED設置状況 

AED（Automated External Defibrillator：自動体外

式除細動器）とは、心室細動になった心臓に対して電気

ショックを与え、正常な脈拍に戻すための医療機器です。 

本学では突然の意識不明や心肺停止などに対応する

ため、平成16年度から学内の各施設にAEDの設置を進

めており、平成23年度1台、平成24年度6月にさらに1台

のAEDを設置しました。現在、学内の主要施設に40台

のAEDが設置されております。 

各AEDの設置場所については学内向けホームページ

で情報を公開中です。 

また、これらのAED

を緊急時に有効に使

用できるように、平成

18年度より教職員を

対象とした年2回の

救急救命講習会を

継続的に実施しています。 

http://www.mie-u.ac.jp/topinfo/hp2/cat224/aed.hhtml
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職場巡視状況 

■三重大学安全衛生組織図■ 

●労働安全衛生に関する責任体制 

本学では、国立大学法人職員安全衛生管理規程を設け、労働安全衛生法の目的を達成するための体制を確立しています。 

●職場巡視 

産業医は、衛生管理者、保健師、安全管理担当職員

とともに月1回作業場などを巡視しています。作業方法ま

たは衛生状態に有害の恐れがあるときは、直ちに、労働

者の健康障害を防止するため必要な措置を講じています。 

●作業環境測定 

作業環境測定とは、適正な作業環境を確保し、職場に

おける労働者の健康を保持することを目的として、作業環

境中に存在する有害な因子がどの程度存在するかを把

握することを労働安全衛生法および作業環境測定法で

定められているものです。現在、本学では6名の作業環境

測定士により作業環境測定を実施しています。 

本来、自社測定が原則である作業環境測定を法人化

当初は外部機関に委託する予定でしたが、委託経費が

高価であり、かつ大学という特殊な教育・研究機関にお

いて適切な労働環境を維持するため、学内で作業環境

測定を行ってはどうかとの提案があり、5名の工学部技術

系職員が第一種作業環境測定士の資格を取得しました。

その後、使用頻度の高い有機溶剤、特定化学物質、粉じ

んを対象として測定室・測定機器などの整備を行い、平

成17年度から放射性物質以外の作業環境測定が実施

できるようになりました。平成18年度には現在の6名体制

となり、さらに法人化当初から外部機関へ委託していた

放射性物質の作業環境測定についても、平成19年度

に必要な測定機器などの新規購入を行い、平成20年4

月から測定を実施しています。 

自社測定を始めて7年が経過しましたが、この間に新た

に加わった対象物質もあり、その都度サンプリング・分析

方法などを検討しすべてに対応してきています。また、職

場環境のより高い安全性確保の観点から管理濃度がさ

らに厳しくなり、分析精度を高めることが求められてきてお

りますが、これらに対応するためスタッフ全員が学外で開

催される各種研修会などに随時参加し、デザイン・サンプ

リング・分析・評価・報告などのスキル向上に努めています。 

また、作業環境測定結果の評価に基づいて、企画総

務部職員チームが中心となり学内労働者の健康を保持

するため施設の改善、設備の設置および健康診断実施

などの必要な措置を講じています。 

学　長 
 

安
全
衛
生
委
員
会 

安
全
衛
生
委
員
会 

各
部
局
別
安
全
衛
生
委
員
会 

安
全
管
理
責
任
者 

産
業
医
補
助
者 

衛
生
管
理
者 

衛
生
工
学
衛
生
責
任
者 

上浜地区事業場 

統括安全衛生管理者 

作
業
主
任
者 

衛
生
管
理
担
当
者 

安
全
管
理
担
当
者 

統括産業医 

附属教育研究施設事業場 

安全衛生統括会議 

附属練習船事業場 

産
業
医

 

安
全
管
理
責
任
者 

産
業
医
補
助
者 

衛
生
管
理
者 

作
業
主
任
者 

衛
生
管
理
担
当
者 

安
全
管
理
担
当
者 

安
全
管
理
責
任
者 

衛
生
推
進
者 

船
　
長 

衛
生
担
当
者 

安
全
担
当
者 

消
火
作
業
指
揮
者 

作
業
主
任
者 

衛
生
管
理
担
当
者 

安
全
管
理
担
当
者 

産
業
医

 

附属学校事業場 

補
助
者 

補
助
者 

補
助
者 

※　　　法令で定めるものを示す 

救急救命講習会 

●健康管理 

本学においては、有機溶剤や特定化学物質などの有

害物質を取り扱う業務、有害物のガス、蒸気および粉じん

を発散する場所における業務、実験・研究・診療等で有

害放射線にさらされる業務、身体に激しい振動を受ける業

務および深夜業務を含む業務などを行っている職員に対し、

年2回特定業務健康診断および特殊健康診断を実施し、

その他の職員には年1回定期健康診断を実施しています。

これらの健康診断は、法律により事業者にその実施が義

務付けられ、国立大学法人三重大学職員就業規則により、

職員は必ず受診しなければなりません。また、希望者には、

胃検診、子宮がん検診、便潜血反応検査を実施しています。 

これらの健康診断の結果に基づき、産業医および保健

師による精密検査の受診、医療機関での治療、生活習

慣の改善などの保健指導を行っています。 

●過重労働による健康障害防止対策 

平成18年9月より「長時間労働者への産業医による

面接指導などに関する実施要領」を制定し、面接指導を

実施しています。時間外・休日労働時間が月45時間を超

えた者に対して、「面接指導に係る通知書」を送付し、面

接指導の申出の推奨を行っています。 

また、専門業務型裁量労働制適用職員に対しても、勤

務時間数を週38.75時間勤務者に換算し、準じた形で行

っています。 

面接指導を希望した者については、産業医による面接

指導を実施し、産業医から提出された「面接指導結果報

告書および事後措置に係る意見書」により事後の措置

を行っています。 

●受動喫煙防止対策 

本学では、平成16年から建物内は全面禁煙とし、建物

外での喫煙場所を指定しています。 

また、医学研究科・医学部および附属病院においては、

平成18年5月から敷地内全面禁煙となっています。 

今後は、喫煙の指定場所についての検討と指定場所

以外での喫煙禁止について全学に対して周知するととも

に喫煙者に対する禁煙指導を行っていきたいと考えてい

ます。 

●ヒヤリハット報告について 

本学では、学生の修学環境および教職員の職場環境

などにおいて発生する重大事故などの防止に役立てるた

め、学生・教職員が経験したヒヤリハット事例（ケガ・病気

には至らなかった場合、軽微なケガなどで済んだ場合など）

を収集し事例集としてホームページに公表し、学生・教職

員に注意喚起することで同様の事例などによる事故回

避に役立てたいと考え、平成24年5月にヒヤリハット報告

を開始しました。 

平成24年8月1日現在、学生から7件、教職員から3件

の事例をホームページに公表しています。 

●AED設置状況 

AED（Automated External Defibrillator：自動体外

式除細動器）とは、心室細動になった心臓に対して電気

ショックを与え、正常な脈拍に戻すための医療機器です。 

本学では突然の意識不明や心肺停止などに対応する

ため、平成16年度から学内の各施設にAEDの設置を進

めており、平成23年度1台、平成24年度6月にさらに1台

のAEDを設置しました。現在、学内の主要施設に40台

のAEDが設置されております。 

各AEDの設置場所については学内向けホームページ

で情報を公開中です。 

また、これらのAED

を緊急時に有効に使

用できるように、平成

18年度より教職員を

対象とした年2回の

救急救命講習会を

継続的に実施しています。 

http://www.mie-u.ac.jp/topinfo/hp2/cat224/aed.hhtml
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